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名　　島 芳
序 説
　空法が対象とする航空機の諸作動及び，作動に関連する問題をはじめ，国際航空立法，
行政にあたる分野は今日シカゴ条約その他によって殆ど規制されている。
　しかし空間（air　space）の法理の特性一特に遠地下主権原則一は新たに大気圏外（out
・er　space）の開発利用によって物理的な意味ではスペィスそのものの一部の管轄を構成
するに過ぎず，従来の空間（シカゴ条約第一条）と新しい利用の可能性に満ちた大気圏外
との相関性によって新たな角度から検討される余地を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　また一方国際法規の規制が大気圏外と空気の存在する部分を併せた空間に甲線的に及ぶ
方向にある以上，包括的なスペィス・ローの新構成を考えるとき，今研究すべき，大気圏
外の法的地位及び管轄と従来の空域法との空間管轄の関係は，現行法の存在不存在に拘ら
ず，当面ふみ出すべき考察の第一歩であるように思われる。
　従来の空域法の基礎的法理に必要な修正を加えて考えうるのか，大気圏外の特殊性を中
心に全く独自の法問題とするか，仮に何れをとるにせよある部分には共通の国際法規が適
用され得，またある部分には大気圏外の性質上，空域に適用される国際立法の類推的立論
もなし得ないことがあろう。
　ここで扱う小論考の目的は詳言すれば次の如くである。
　通常の航空機に限らず他の飛行機器の行う諸作動は，それが完全に大気圏外で行われよ
うと，従来の空域の極上層部分まで行われようと等しく国際法の法客体たる機器の作動で
なければならない。技術的に法理の管轄の性質又は効果が機器の種類と作動によって異な
るのはスペイスの一部が，宇宙又は地球物理学的に太陽と地球の関係，地球の自転その他
否み難い与件によって性格づけられるからである。
　特に充分な大気圏外についての科学的知識が断定的に明確化されていない今日，機器飛
行の態容，速力，技術もまた固定的であり得ない。それだけ海洋法及び空域法の歴史的な
静態的構造にくらべ，海空法にすら影響するかも知れない動態的な法理と規制の将来が空
間法（Space：Law）には予見される。
　従って発展的な大気圏外の利用の多元性と従来の空域の関係においては，大気圏外を支
配する国際条約の現在における不存在にも拘らず，機器利用者（国）及びその集団に属人
的に帰属する法理がなくては，凡そ航空機であれ人工衛星であれ，その使用又は利用の
（人類問）国際社会における人類史的価値目的は現在においても将来においても成立しない
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であろう。法秩序は目的に従って規制の客体と主体を特定する。国際法秩序が特定しない
規範性を有する人問活動が機器の利用によって行われることは，単なる物理原則の応用と
しての価値しか有しない。空間法において人類が総括的に法主体であることの実効性は，
結局現状では主権原則に立つ国家間法社会個有の個別的国家利益と総括的な国際社会利益
の価値的同質性を促進させ，二者の調和を可能にすることに求められる。そしてこの必要
についての法的政治的意識はすでに各国に共通にみられるのであって，空間利用の価値序
列を具体的な実定法化（国際条約の成立）によりどういう形で成立させるかというだけの
　　　　　　　　　　　　　　　
法技術的立法論に留まる規模の問題ではなく，歴史的主権が生ぜしめる障害から免れる新
しい客体に対処しその法客体化を国際公法秩序にふくましめる意味で国際社会全体の発展
的法制度論として捉え且つ考えることができる。
　別言すれば（現状では）：地上の諸国が所有権によってであれ，管理上の権原によって
であれ有する機器と国家間の関係ではスペィス・クラフトもエア・クラフトの作動も等し
く属人的管轄による帰属の概念を中心として法的に或は準法理的に成立している現実の事
実がある。もとより領域性の原則若しくは空域主権或いは主権実効性の原則等は空　（域）
法では不可決であるが，大気圏外に適用されるべき国際法では，必ずしも空法におけるそ
の類推をもってするのみでは充分ではないであろう。例えば機器の国籍，空中衝突，落下
による地上損害などにつき従来用いられた法技術や法概念及びその構成論理を「全面的に」
すて去っては，新しいスペィスとして領域性が通常の意味では存在しないからこそ必要と
考えられる，ここでいう機器の作動に対する管轄という，国際法上の法主体と法客体のき
ずなをスペイスの中で新たに考える立論の展開を却って不充分にしよう。
　　　　．．．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　従って法理全体の構成については既存法のマクロ的なアナロジイをさけ，法理体系内で
の細目的若しくはミクロ的規制としての適用には類推を用いることが適当と思われる。
　ところで領土的管轄と属人的管轄の二者に加えて，機能的管轄を痛心とする検討の理由
と動機は，大気圏外に人類活動がふみこむにつれて，右の始めの二つの原則間の関係は恐
らく最初は属人的管轄に重点をおき，機器の領域性は補完的作用か第二次的優先度をもつ
と考えられ，機能的管轄は実効的発生において最后に来るし，前二者と関連しつ、も，一
般国際法下での独自的管轄概念に生成すると一応見ているからである。
　異なる法客体の夫々に対して適用される別々の法規制は，法客体間のあらゆる関係の交
錯によって当然，別々の法規制（概念）間で諸般の関連を生ずる。大気圏外機器と通常航
空機の種別化，夫々の法的地位，空気層と空気分子の存在していない空問との種別（分割）
などが解決ずみであるとしても，その間に統一的な法体系はまだ存在しない。それに較べ一
船舶が公海及び領海上航行，入港によって生ずる三種の法規制に従うことは，適用される
確立された国際法理の歴史的形成上生じた分化の結果で，海洋使用と機器の関係の法理的
機能化は，長い歴史の中で国家利益と使用価値の系列が徐々に国際社会によって選択され
法秩序的に位置づけられた意味で一つの（歴史的）機能管轄生成の例であろう。しかるに
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包括的な非地表的スペイス・ローの観念に立てば，あらゆるスペイス利用機器が生ぜしめ
る法関係の現在と将来は，空間法形成の今までの急速な発展（空法の場合はとくに明かで
ある）に加えて，更に海洋の法的区別に見られない未知の物理現象と与件を有する空間の
中で展開され，空間法構造全体の形成は，現実の今日の事態からして静態的，歴史的形成
の要素に時間的に長く依存出来ない。何故なら物理的等質性の連続の存在，不存在に拘ら
ず空間（宇宙）利用の発展は，機器の作動の態容によって空間利用の事実的無秩序を，み
とめられるべき法的自由とする程の独得の動態性と流動性を帯びているからである。
　以上にのべた見地から一面で国際法の重要な歴史的始端を劃した主権的領域性の原則に
ついて空間全体における法理的影響とその機能的退行を見る意味で空間における管轄の帰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
属をひとまず標識として先づ空（域）法における管轄の諸相を検討したのち，管轄の大気
圏外規制に関する役割と，その制度化を試論しよう。
　　（1）ゲデュイスは1958年国際法協会ニューヨーク会議で「主旛と大気圏外の法的地位」に関する報
　　告者として報告の中6「重要なことは空気のあるところにもスペイスがあり，空気のないところ
　　にもスペイスがあるということである。」と示唆的な発言をしている。Report　of　the　48th　Con・
　　ference　of　the　International　Law　Association．　p。246，1958．大気圏外の法的地位につ
　　いては高野雄一教授の次の英文の論文及び国連に提出されたワーキング・ペイパーを参照した。
　　　（A）Prof．　Yuichi　Takano；Legal　Status　of　Outer　Space，　The　Japanese　Anllual　of
　　　　International　Law　No．4。　（1960）　P．43－P．49〔The　Japan　Branch　of’the　Inter・
　　　　national　Law　Assoication〕
　　　（B）Observation　on　Outer　Space（June　11，1959，sllbmitted　to　the　Members　of　the
　　　　U．N。　Legal　Subcommittee　for　the　Peacefrel　Uses　of　Outer　Space．）
　（2）川島武宜「科学としての法律学」P．P94－96・1958・参照．とくに類推について参照。
　（3）上述中で用いた用語「空問」はシカゴ条約にいうエア＿スペ．fスのことではなくて，スペイ家
　　　・戸一の対象又はスペイスを指すものとする。従って「空域」としてほf従来シカゴ条約の適用
　　領域たる「空問」をとくに区別し，本稿の指向する立場から空聞法とは「あるべき国際空間法
　　　（intemational　space　law）」という意解において用いようと思う。従って国際空問法の一部
　　に空域法もふくまれ得るという見方をとってみようと思う。杉山茂顕教授「空の法律問題」　（東
　　京都立大学創立十周年記念論文集週報）（1）「ことばと事実と法」の項，74頁第7行～9行及び前掲
　　注（1）に記したゲデュイスの見解は重ねて示唆的である。
1　空域について
（1）国籍に基く管轄
　シカゴ条約が商業権に関する規定を含み得ず第五条の枠から外して僅かに第6条で定期
航空企業が締約国の許可によってのみ領空通過及び乗入れを認めたのは，同条約第1条に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　
定める領域上の空域に完全且つ排他的主権をすべての国が有するとした法原則の一つのコ
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ロラリイである。
　しかし同時に，今日協定自体の有効性はきわめて乏しいにせよ多数国間協定の一原型で
ある国際航空運送協定と国際航空業務協定はシカゴ条約第6条が規定する「特別の許可」
及び「その許可の条件」との関係で民間航空業務につき1ex　specialisを明かにし，商業
航空d）ための二国聞協定上において今日煙く用いられる国籍主義の形での自国と外国の航
空企業に対する実効的管轄の方式を確立した。
　航空機の「国籍」は船舶の国籍に当る船籍と異なり，その決定と国際法上の有効性は登
　　　　　　　　　　　　　　　　も
録国が与える法的地位，即ち重患以外にはない（シカゴ条約17条）。船舶及び航空機のよ
うな非人格的存在に対して「国籍」を云うのはりペールやリーゼやワッツが指摘するよう
に適当でないが，船舶の場合船籍が便宜置籍の場合の如く紙上の国籍であっても一応容認
される余地が轟のに較べ，シヵ躁約第織ま鶏的な機鋤厳雛を儲するた磯
　　　　　　　　　　　（2）
の登録及び所有権に関する情報提供の義務まで定めている。更に機の国籍についても紛争
及び違約に関する制裁規定が適用され航空企業及びそれに対して管轄を行うべき国が一定
の不利益をこうむる。　（特に86，88条）。
　何故に機籍が国籍と考えられ且つ商業航空企業が機の所有と管理について商業航空協定
上重い管轄に服するかは，空域の経済的利用における締約国間の排他性の承認が地上運送
を空間で制限化したものと等しい第3，第4の自由の実現を空法上第一次的な運輸の目的
　　　　　　　の　　　
とする定；期航空運営上の必要に起因している。
　通過協定第1条，第5条及び航空運送協定第1条6項は夫々（1）締約国国民に企業の実質的
所有と実効的管理が満足的に帰属していないとき（2）企業が航空機を作動させる場合下土国
国内法に従わないとき（3確定上の義務を履行しないときをあげて，右の夫々の場合当該企
業に対する許可を撤回又は取消す旨を定めている。しかし協定義務の不履行と被通過国若
しくは中閥着陸地の国内法違反の二つは夫々単純に航空機の外面的作動から宏義に解すれ
ば国際法及び領土主権原則の侵害を構成するから，その場合の航空機の「国籍」は機籍と
しての登録事実だけで容易に識別され，改めて実質的な機の所有や機に対する支配が企業
運営の内部に立入って検討される必要は必ずしも生じない。　（尤もバナリザシオンが実現
すれば例外は考えられる）別言すれば（2）及び（3）の場合は下土国の管轄はシカゴ条約第1条
による領域（空）主権の排他性によって第5条の非定期航空機限りの権利なみに前記二協
定下での定期航空上の権利をひきさげ得るということにすぎない。
　従って国内法的な，企業の内部構成を標識として決定される（1）の場合にあたる前記協定
上の許可の取消及び撤回の場合には領域主権による航空作動について，管轄に更に付加さ
れた積極的な理由がなければならない。
　一方殆どの二国間航空協定では指定航空企業の「実質的な所有及び実効的な管理」が指
定した締約国自身又は国民に属しているという証拠がない場合は，通常指定企業に対して
与えられる商業権の行使を認めないとするのが常である。これは換言すれば商業権行使の
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前提としては，航空企業の締約国への帰属の度合が，形式的な法人国籍だけでは充分でな
く，実質的な排他的連絡関係を必要とするということである。
　しかし注意を要することは，管轄の実効性は機籍でなく企業の国籍を標識として，多国
間での商業権の行使を国際条約上規制することにあるのであるから，シカゴ的多数国間協
定における「実効的管理」又は所有の法的機能は，現行の多くの二国間協定上では異なる
点が生じたことである。何故なら前述の二つの多数国協定では’協定当事国の一国が自国企
　　　　　　　　　（3）
業に実効的管理を有していないときに他のすべての国が夫々援用出来る集団的な意味での
国際運輸利益の確保の手段であるのにくらべ，二国間協定では，相手方の企業の商業権行
使に対する適法性の標識とし，シカゴ条約に欠けている商業権行使規制に補完的に作用す
るのでなく，全く別種の相互主義及び個別的な形での二国間限りでの約3，第4の自由の保
障規定となっているからである。この事実から企業国籍を媒体とした実効的管理主義は二
国協定上であれ多数国協定上であれ，果すべき目的は同じでありながら，二国協定の場合
は国際空輸の利益を分断してモザイク的個別条約のつながりの上で規制するために用いら
れ，商業権行使め多数国間での統一性を現状では否認する状態を生んでいる。もっとも双
務的な二国間協定に基く商業航空上の法益は，相互間に相手方の企業運営を権利として規
制し合う意味で使用機の「実効的管理及び所有」の規定により，便宜的に相手国に短籍を
おいた航空機を使用する第三国の航空企業の作動を封ずる形で生じている。シカゴ条約の
　　　　　　　　　　　　　　．．．．　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
規定がない以上，二国間協定の企業国籍の厳格性は右の意味では法的メリットを認めなけ
ればならない。
　更に再びシカゴ条約そのものについて云えば，企業の共同運営組織の許可について，同条
約が二以上の締約国が共同運営を行うことを妨げないとしてその際ICAO理事会は国際
運営機関が運営する航空機に対して航空機の国籍に関するこの条約の規定をいかなる方法
で適用するかを決定しなければならない（第77条）と定めている。この場合も共同運営組
織が要は一定の路線又は：地域での業務の共同計算によう受益を目的とする以上，国際運営
機関としても商業権行使のための機器の帰属のみならず，企業性の維持の必要は，共同する
二国又はそれ以上の国が運営する企業と第三国若しくはその指定企業との間で，結局は二
国間協定上と同じようにアウトサイダーによる第三，第四の自由のいわば代理行使を防ぎ
共同運営に当る各国の商業権の保護を考えなければならないだろう。実際に共同運営の一
つたるSASの場合には明かに右の考慮と方法が使いられ，そのため「実効的管理と実質
的所有」と企業の指定は企業に対する国家の管轄の保障によって，商業権行使による利益
　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　り　　　
の保護のため北欧三国の何れかの一と三国外の国との間の条約上援用されている。別言す
ればSASは北欧三国の各国の企業によって連帯した運営シンディケイトで，それ自身と
しての法人格は有していないけれども，アウトサイダーたる国と二国論協定をスエーデン
・ノルウェー・デンマーク国が夫々締結するときに所謂SAS条項を劃一的に守ることに
よって運営シンディケイトとしての一体性が三国共通に生ずるように工夫されている。即
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ち共同企業の実質的所有と管理が各締約国又にその国民に帰属しており，各国別の航空企
業の集りによる運営機関たる立場に共同航空企業が立つことを条件として，その共同企業
に参加する北欧三国が夫々個別的に他国と結んだ協定の下で路線運行の権利が与えられた
ときは，共同航空企業たるSASは各国別の指定企業（スエーデンABA・ノールウェイD
：N：L・デンマークDD：L）の実質的所有と実効的管理については，三国は通常の一般的二
国間協定で定める要件をみたしていると考え，相手国の了解を得て管轄上の責任を負う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　例えばスエーデン。デンマーク・ノールウェイ三国の他国との航空協定は等しく附表の
中で，各国の指定企業が行う業務はスカンヂナヴィア内の一点から行われるものと定め，
スカンヂナヴィアは前記三国の領土及びその属領を意味することを定め，また交換公文に
より自国指定企業に属さない，他の二国のアウトサイダー国に対する指定企業を明記して，
SASという共同組織に何れも属する以上，機器，乗i務員，装備については組織傘下の他
の二国又はその一つめ指定企業のものを，恰かも自国指定企業のものの如くに用いて路線
運営に当り得，且つ運営と右の方式から生ずる協定上の責任は自国官憲及び自国の指定企
業が負う旨を明示する点では，三国が夫々結ぶアウトサイダー国との航空協定はすべて実
質的に一致している。
　　　　　　　　（7）
　以上の分析から以下のことがほゴ明かといえるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　国籍として擬制化された法概念の一つは単純な盛塩である。他の一つ1ま航空企業の国籍
である。前者は前述したようにシカゴ条約上でその発生要件と効力が定められたもので，
一国の国内法規がどのような条件の下で登録を認めるかは直接規制しない。しかしおよそ
機籍の国際法上の対抗要件はシカゴ条約の規定に従わなければ生じ得ない点で機籍の規制
は船舶のそれと異なり，国際条約上確定している。
　企業国籍は機籍に較べてシカゴ条約上規定はなく，結局この決定は一応国内法の問題で
あるから企業構成の人的・物的要素の配分関係・主たる営業所の所在地法・設立の準拠法
等の綜合的評価によるべきであろうが（尤も主たる営業所所在地国説が純化され，合理的
な標識であろう），空域における商業権の直接の行使主体たる航空企業の国籍は，国際航
空に従事する限りすでにみた如く，二国間協定では例外なく，指定した締約国又はその国
民に企業の支配が実効的に属していない場合，商業権行使について従事する適格性を奪わ
れ，或は制限される意味で自国のみならず相手国によって国際法上の対抗性が問題とされ
る。この意味で国際法上の商業権の行使者としての適格性の判断の標識とされることは，
国内法上の企業の国籍決定要件も亦，航空協定上劃一化された企業の国籍の機能的要素で
あるとして国際法上動かし難いと云わなければならない。機籍が法的に明白且つ充分な連
結素であるだけでは充分でない点に，企業国籍の実効性の保障の要求までが，商業航空の
性質上，加重されて必要とされる原因があり，国際法上の商業権行使の前提として企業国
籍の実効的帰属は，国家管轄権が国際空法上，先例のない機能的必要をみとめさせられて
いる証であろう。SASの場合も，機籍と共同する北欧三国の各企業の国籍別は確然と存
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在する。シカゴ条約77条がふれる共同運営にあたる組織又は機関が運営する航空機に同条
約にいう国籍…をどう適用するかの問題は，機運よりも前に，国際定；期業務を行う各国の航
空企業の国籍について商業権行使に関する限りでの機能的な規定がシカゴ条約に含まれて
いたら自ら解決する筈である。その意味で共同運営をみとめる規定にも不備はあるが，シ
カゴ条約第6条にいう「特別の許可」の必要が単に第1条の主権原則による障害から生ず
る帰結という意味で，もはや企業国籍の実効性の問題を見ることはできない。例えていえ
ば（一国内法上の企業管轄の問題でなく）国際定期航空企業の国籍は，留保領域の枠内に
止まり得ない国内聞題の類型と全く同じであり，企業国籍に対する国家の実効的管轄は，
商業権行使を二国間協定に委ねない多数国間協定上の問題として見れば管轄の維持は殆ど
一般国際条約上の権利及び義務に近くなるであろう。カボタージュの規定といい，共同運
営の規定といい，シカゴ条約内で商業権に関する規定が全然ない訳ではなく且つそれらの
規定ととくにすでにみた如く第6条の「特別の許可」の条件の中味を検討するならば，航
空企業に対する管轄は国籍という連結素をへて従来他の分野に見られない，主権的権利の
機能的適用が実定法上顕著ではないだろうか。そしてシカゴ条約の規定の適用又は改正の
上での準用を通常第1条におく，今日の二国間協定群の中で，第6条にいう定期航空に関
する「特別の許可」の須要な事項として一般化した，実質的所有と実効的管理の存在を企
業と国家の間に求める実定法上の法理は，第1条の主権原則の領域主義的性格ともはや異
質の管轄権であることは明かである。
　空域利用の価値及び規模と性格の変化は，主権原則と包括的にいわれる排他的国家権能
の内容を，具体的に一つ一つ多元化し細目化し，その変化の中に，主権管轄が領域性を商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　
業航空上に影響を及ぼすと同時に，一方でより注目すべき現象として主権管轄の適用上，
上にみてきた如く一種の属人性を帯びる事実をみることは，領土主権の効力の相対的機能
化を指向しているといえる。
　パリ条約暗中とシカゴ条約時代の間に国家の管轄の機能化が空法で見られるとすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　ゆ　　る　　　　　り　　　　　む　　　　　む　　の　　の　　り　　の
その一つは空域の経済的利用に伴って生じた航空企業の国籍の意義と適用の国際法化であ
るといえよう。
（1）0．Riese，　Pr6cis　de　Droit　A6rien，　P．122，1951，　Paris・A．D．Watts，　The　Protection
　of　Merchantships，　P．55，　British　Year　Book　of　International　Law　1957．
（2）ibid．　P。63第2パラグラブ以下アラ・fアソス習事俘参照
（3）H．A。　Wassenbergh，　Post・War　International　Civil　Aviation　Policy　and　the　Law　of
　the　Air，　Hague　P．P141－142参照
（4）P．Chauveau，　Droit　A6rien，　P．301，　Sec．595，1951，　Paris・
（5）・Wasse曲ergh，　op，cit，　P．P．78－79．
（6）Shaw『ross・Air　Law　P・283〔305〕note　F・1951・
（7）我国との航空協定上，その具体的適用の例としては，1953年7月14目発効の対スエーデ）／，同
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年7月24日発効の対ノールウエイ及びデンマークの協定附表及びとくにスエーデンとのExchange
of　Notes参照
（2）主権的権利としての経済的管轄
　現行の空間における法秩序で空域の通常航空機による利用は，国際定期航空という商業
目的の実現を原則とした利用態容によって特色づけられている。
　空域の利用が国際交通の手段として実用化きれ出して以来，周知の空域に及ぶ領土的主
権と航空自由の相関関係は各国領域上で完全且つ排他的に認められるとする主権の原則が
パリ条約及びシカゴ条約によって夫々一般条約の第1条として法的に確立されても，未だ
その裏にあった空域使用についての諸目的の撰択とその変化の問題は充分な意味で実定国
際法規上細目的且つ最終的には解釈されていない。　しばしば法客体の価値の多元化は従来
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
の規則を不完全にし，その価値系列の変化は法理上は利用に関する権利概念の変化によっ
て反映される。従って空域主権の解釈論ですべての歴史的な空域利用の問題性を常に解決
することには自ら限界があろう。
　ともあれ，シカゴ条約の枠内では，商業権規制について合意が得られず，国際定期航空
の細目規定は殆ど含まず，且つ国際航空運送業務協定も実効性が薄い結果，商業権は専ら
二国間協定によって規制される状態となった。二国間－協定を主として第三，第四及び第五
の自由を実現する権利に関する国際法上の規制と見る場合，シカゴ条約が第6条によって
国際定期航空の主たる作動を締約国間に先述のミ特別の許可。という幅広い裁量の条件を
設けるだけで，専ら二国間協定という双務契約締結上の裁量の問題に帰していることは，
シカゴ条約上他の規制の適用はともかく，締約国の経済的管轄の実質は専ら，相互主義で
限界づけられる他はない意味で平等な権能としてのこされていることを意味する。尤も商
業権行使について有力な国際慣行といえる技術的な規制がシカゴ条約以外にその后生じな
かった訳ではない。即ち原型的概念としては国際航空運送協定第1条第3項に初めて見ら
れた機の輸送力がそれであり，つゴいてバミューダ協定（1946年2月11日調印の米三間協
定）では輸送力の規制は更に細かくなって出発国及び目的地所在国間の運輸需要量，直通
航空運営の要求及び路線が経由する地域の地方的業務を考慮し，その地域の運輸需要量に
関連すべきことを一般原則期とし，この原則に服するものとされた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　これは反面運送力（キャパシティ）の限定化のない場合，二国間協定で当事国間の運送
力の偏差はシカゴ条約の目的即ち第44条のとくにe及びf項に挙げられている，不合理な
競争によって生ずる経済的浪費の防止と，締約国の権利が充分尊重され国際企業を運営す
る公正な機会の維持を危くすることを示している。即ち運輸量は双務協定上享有しうる締
約国の経済的権利行使の帰結であるから，換言すれば運輸量による具体的な技術的規制を’
先行させることによって，主権的権利としての形をとる，条約上認められた一国の空域利
用上の経済力の弾力性をはじめて法的に制限し得ることになる，
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　各国別に存在する運輸力及び運輸需要量の全世界的な法規制は事実上，航空機の国際
プール化と路線の割当等を考えるのでない限り難かしく，企業の立場からはせめてフェデ
ラリスティックな組織で，運輸力と需要量間の函数的変動を調整しうる方法を考えなけれ
ば地域によっては有効需要の配分すら危くなり収益性に影響する。このような規制の実体
を多数国’協定として全く具体化し得なかったシカゴ条約は従って，極論すれば二国間協定
にずべてを追いやるプログラムにも値いしない程の構造的欠陥を有する。第二のシカゴ会
議必要論もまさにご、に生れるのであろう。
　ところで商業権に関する多数国間協定の試みは1947年ICAOにより，リオ・デ。ジャ
ネイロで，また54年には地域的にヨ＝ロッパに限定されたが，前年3月のヨーロッパ航空
委員会の決議に従いストラスブーールで審議された。しかし何れも殆ど見るべき成果をあげ
得なかった。
　たゴストラスブール案はヨーロッパ地域航空の領域主権の障害によって分断され全体と
してヨーロッパが比較的に狭い地域でありながら商業権取極が却って米国内の地点間輸送
にも劣る収益性しか示さないことから，むしろヨーロッパ諸国間での運輸上の制限を：地域
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
的に緩和することを出発点としている点では注目される。従って主権的権利としての商業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
権の行使を可能な限り地域的に自由化し，権利が実現すべき法益の各国間での偏差が少な
いように多数国間取極の上で問題を規制しようとしたものといえる。
　しかしながら主権原則が依然空域利用の基礎であり一国の航空業務作動に及ぶ国家の管
轄権の衝突は，全面的に二国間協定方式をすてない限り二国間協定群の交錯によって助長
されはしても軽減することはない。別言すれば領土主権の空間的コロラリイとしての商業
権なくしては経済的な空域利用はないが，同時に商業航空化の公平な法益の分配は，今
ヨーロッパを例にとればその地理的特殊性からは，二国間協定を野放しにしたのでは確保
し難い段階に来たことを意味する。このことは個別的な経済的権利を共同利益に関係のあ
る限り統一化し組織化することが法的に要請されていることを示すもので，結局二国聞協
定方式をそのま㌧にしながら各協定の内容はなるべく商業権行使による収益性の偏差の生
じない範囲で劃一的な何らの規制を共同的におり込むことが各国それぞれの利益になると
一応一般的に云える理由になろう。従って民間航空の行われる地域の広狭及び非ヨーロッ
パ系企業による影響という特殊性に負う原因がとくに重要であるにせよストラスブール会
議にみられる考慮の主なものは，空域の経済的利用における主権的権利のうち一部分を共
同に規制して各国の不利益を除こうとした点であり，強固な領域主権原則に対して，その
ような主権的権利の行使の帰結は経済的には背反するという結果を示している。この事実
は主権併存の法構造の中で，主権的権利の行使を規制することは空域使用の条件的な自由
化のことであり個別的な国家の権利の一般的制限ではなくて・共同利益をして認識される・
個別利益の新たな保護手段として各国の個別的な主権的権利のより発展的な国際的規模で
の再構成でならねばならないと思われる。
110
　しかしながら各国の有する空域利用の態容の多様性を全く無視しては，僅かな国内の運
輸量を対象とするより，専ら企業をして国外での運輸量の吸収を重視する企業活動方針を
とる国が少くない点からも明らかな如く，依然規制による共同利益の存在が明かな一定地
域内でもいい古された管理主義と自由主義による利益の差の存在が国別に見れば未だ否定
しがたい。エアー・ユニオンに現在参加していない：K：LMやSASの場合は地域外での自
由競争をむしろ有利としているのではないか。また需要量及び路線による調整も需要量自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
身利用度一一たとえば利用者の機種や路線や企業への撰好など一一によって固定的で在り
得ないし，運輸者の事前又は古血の取極も，空輸の対象とすべき運輸量の相対性は協定の
実施中でも変化する筈だから，多数国間協定によっても，各国の経済的管轄を統一化する
ことは事実上障害がないではない。
　従って単なる領土主権原則だけに基く空域利用規制の法的価値と機能は今や国際定期航
空を律するに不充分である。それは，二国間協定における商業権の行使の帰結がかりに現
行の多くの条約上の方式の如く連輸量を中心に今后も規制されざるを得ないとしても，第
一次的とされる第三，第四の自由と，第二次的に第五の自由を前述したように最少限に合
意されうる一般原則に基いて補足的に締約国間で調整する際，早急に運輸量全体をしかも
多数国協定で直接均等的又は比例的に分配することは不能であることによって示されてい
る。
　主権的権利として航空上生ずる一国の経済的管轄は，無意としてX国が有する甲協定に
おける相手国Aと，乙協定における相手国Bについてみれば，A国に専ら関係するX国の
第三，第四の自由と，A国に至る中間路線上にあるB国に専ら関係するX国の第二，第三
の自由は，法理上X国の主権的権利としては同じものであっても，X国の甲乙両協定の適
用上では実質的には乙協定での第五の自由となるし，またX国を間にしてA・B二国が夫
々同一路線上にないときはX国はA。B両国に対して別々に有している筈の二組の第三，
第四の自由を接続することになり，所謂第六の自由を行うことになる。その際X国の経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
的管轄権は必ずしも二国間協定で定められる主権的権利　（商業権）により内容の点から見
れば，具体的には限定出来ない利用（行使）態容を生んでいることになる。
　従って国籍別の企業が国際定；期航空に従事する原則がのこる以上，むしろ主権の属：地的
管轄を中心とした従来の第三，第四，第五の自由とは異なった国際公法上の運送管轄概念
が構成され実用化されない限り経済的管轄権は，せいぜい相互主義の制限の下で多くの二
国間協定にみえる相手方の指定航空企業の業務に不当な影響を及ぼさないよ．う，その利益
を考慮すべしという，方針規定で，双方の国の裁量の問題の中にのみこまれたままになる
であろう。シカゴ条約第6条は第1条との関係で定期業務に対する「特別の許可」に意味
がある。しかしシカゴ条約に商業権の具体的規定がないため，条文解釈の範囲内では主権
原則の領域性のみが空：域利用における主権の機能の多元化の重要性をはなれて，不当に重
い比重をしめるものと解しうる余地が生ずる，しかも同条約が国際定期航空の国際的規制
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をめざしている以上，領土主権の基礎の上に国際関係上経済的管轄権として定められた商
業権が一方で第五の自由の承認によって領域的差別性及び排他性を失い，また他方で却っ
て領域主権によって共同利益の場（つまりヨーロッパのような地域）が不必要に細分化さ
れている。このことにより，商業権のもたらす利益は短距離でただ数だけ多い放射状の路
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀線に依存する諸国には不利と不公平を生じる。
　従って中小国間で面積の広くない地域上に無数の二国間協定路線が重復して定められて
いるヨーロッパのような場合，各国企業間で自主的に相互の路線交換，自国航空機を他国企
業の存在する地点から第三国むけ他国企業の代用機として転用するなど考えられているの
は，すでに領域主権iを基調とする航空機の利用は国家又は企業間の経済的な実際上の必要
から事実上殆ど無視しうる段落が来ているといえる。主権的権利（商業権）にもとつく一国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
の管轄は，このようにして，領域主権はそのままにしながら，個別国家の領土性に由来し
ていた排他性をますます失ってゆき共同管轄に向う将来が予想される。もっとも後進諸国
のナショナリスティックな保護政策に基く，主権的権利としての管轄のきびしさと，経済
的企業性の優位とそめ援用による第五の自由に強く依存する国の場合と，地域的ブロック
として共同規制を相互間の利益調整と非地域的アウトサイダーの排除をめぎす方式の三種
は航空政策の色合けと見えるが，しかし，それはまた商業権行使についての主権概念の漸
進的な機能化と，管轄の国際的な組織化の順序とも云える。
　　（1）シカゴ条約第44条に．いう機関の目的はわずかに国際民間航空の経済的性格の重要性とその規制
　　　の原則を明かにしている。国際航空の共同運営組織の実質的作用と，そのような国際的権能をシ
　　　カゴ条約はもたない点で概して航空行政の細目化が機関自身のメリットであるにすぎぬ。
　　（2）Texts，　Shawcross，　oP．　cit．，P．1209－P．1210参照
　　（3）　L。Cartou，　La　structure　juridique　du　transport　a6rien　en　Europe　a　Ia　veille　du
　　March6　Commun，　PP．108－109（No．2，1958，　Revue　Fran？aise　de　Droit　A6rien）
　　（4）ibid，　P。109．とくに第1第2パラグラフ
　　㈲　「運輸」第11巻9号3頁参照
　（6）Chauveau，　oP．　cit・，　Section135（P，P78－79）とWassenbergh，　oP，　cit，P，43（a）参照
　　（7＞M・Jllglart・Trait6616mentaire　de　Droit　A6rien，1952，P，27，第4パラグラフの論旨は今
　　　日の実情を予見している。
　　日　航空規制と刑事管轄
　シカゴ条約第11条及び第12条は，各締約国の上空を飛行作動するすべての航空機が下土
国が行う飛行作動に関する規制に従うことを各条共ほぼ共通に定めている。
　異なる点は第11条が航空機の領域出入国に対する国内法規制適用の承認であり，第12条
は1．上空を飛行・作動する航空機に適用，2．所在の如何をとわず締約国法による飛行作動
の規制を確保する措置をとること，3．自国の規制をシカゴ条約に基いて作られる規制に出
来るだけ一致させること，4締約国は適用される規制違反者の訴追の確保を約束する，の
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四点において前条よりも適用の目的範囲がひろい。それだけまた若干の管轄上の問題が適
用と解釈上含まれている。
　第一に領空通過機に対する各国国内法規則の相違，及び規制確保については生ずべき各
国内法間の抵触，第二になるべく統一化された国際航空規制の制度化のため「出来る限り」
　　　　　　　　や　　
の範囲で国際標準又は手続を受容すればよいという，ゆるやかな義務の二点について見れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ば，これらの規則は機器の作動・飛行中に関するものであるから特に刑事管轄について管
轄権の決定・就合・優先順などの問題が重要な適用上の問題である。航空機の速力の早さ
は通常不法行為地。効果発生地が単一下土国の領域主権原則による管轄の決定を事実上即
決できない障害を伴う場合を生み易い。ここにいう管轄権は飛行中の機内犯罪のみを対象
とし航空機が接地した状態にあるとき生ずるものは一応航空規則と管轄権の関係の考慮か
ら省く。機の着陸中の機内犯罪で領土上に物理的に原因・結果が因果的に発する場合はい
　　（2）
かなる国の刑法上も管轄に問題はないだろうからである。
　1957年頃テネで開かれた第七回刑法国際協会会議のショーヴォー報告は機の作動中の範
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
囲は殆ど国際的であるから外交会議をへて成立する国際法が国内法に優先し得ることは了
解し得るとし，条約上の罪刑法定主義原則の確立の必要と，機の飛行中は少くとも第一次
的管轄は機籍国にみとめるのが適当であると，原則的にのべている。機籍を連結素とする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
考えはlocus　actusとして航空機自身を指定することに他ならぬが，同報告は犯罪の効
果が下土国の安全及び公安に侵害を生ずるときは，機籍国と犯罪効果発生地法の競合管轄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　り　　　　　む　　の
の必要もみとめる。要はこの報告の主旨は結局領域性原則の競合管轄による解決案を基調
とするものでいわば刑法の領域性という伝統的原則を，国際的に操作して機内犯罪の解決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
をはかる点にある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　の
　しかしシカゴ条約12条は前述した第四の規定，即ち「締約国は適用される規則（勿論国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内法のみに限らないであろう）に違反したすべての者の訴追を確保することを約束する」
の部分では，適用される規制が機器の単なる運行或は交通規制という意味での「航空規制」
ではないことを示しており，航空規制が刑法的要素を加味していればならない時代の必要
を裏書きしている。前記報告も今日機内犯罪の管轄に関する問題の四分の三は全く国際的
　　　　　　　（6）　　　　　　　　　　　　　　　　　・●．．。
性質のものであるとしている。このことからも，国際的性質を有する管轄権が，機上犯罪
という新しい類型に効力を有しうるためには，自国の領域性をいわば領土主権の属性とし
て捉え，管轄の根拠とする刑法の一般原則で規定されるだけで充分かには相当の疑問があ
るQ
何故なら第12条は国際実定法であり「適用さ一れる規則」は必ずしも国内法のみに限られ
るという解釈がとり得ないことは「この条約に基いて随時設定される規則に」自国法を近
づけよという以上，条約にもとつく規制は国際法であるからである。また同条約38条によ
れば自国規制方式と国際標準方式との背離はICAO理事会に通告する義務を定め，それ
が「勧告」に対応する手続的意味しかないとしても，すでにICAO標準方式をとる国は
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非常に多いことも考えなければならぬ。更にまた船舶についてはローチュス号事件の際の
　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
如く，犯罪地（結果発生地であったが）決定問題として，一応有力な立論であったテリト
ワール・フ副菜ンとして，旗国法の排他的管轄を承認し得るとしても，その類推にも限界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
がある。たとえば機籍国法が適用上，外国法では犯罪であってもその行為に管轄を有し得
ない場合は，各国管轄権競合の場合による障害と逆に適用すべき実質法規の欠歓によって
犯人の訴訟の不能が生じる。従って「公海に関する条約」第11条が船舶の衝突又は他の事
　　　　　　　　　　　　（9）
故につき旗国又は乗組員の属する国に管轄権がある旨を定めたように，国際法による統一
なくしては，機内犯罪に対する管轄の一元性一即ち実際上の効果としては，犯人の訴追
の確保一は現状では，シカゴ条約第12条の約定にも拘らず望み得ない。結局管轄の欠猷
を国際法的協力で埋めなければこれは空文である。
　猶管轄上の領土原則主義の優位に関しても英米法系の一部では，、自国内で一貫して犯罪
が行われた場合における領土的管轄主義原則を拡張して，犯行が自国内で始まり，他国内
で結果を生じた場合に犯罪管轄を行うことを「主観的領土原則」とし，反対に，自国外で
行われたが，その結果は自国内で生じた犯罪を訴追し処罰する場合を「客観的領土原則」
とする考えがある。この二つの「原則」はっまるところ，自国の管轄権潭用上のテクニー
クであって，客観的領土原則主義の方が，イクストラテリトリアえレな管轄権を行う主観主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　義に立つよりも自国利害の優位と，犯罪の結果を専ら自国の実効的管轄の下で評価しよう
乏いうことに他ならない。
　機内犯罪に，上の考えと結果地管轄優先をあてはめてみると，機内犯罪でも結果責任の
優位がひき出されるのは当然といえようが，結果発生国の管轄実効化に至るまでのプロセ
スの決定が機内犯罪では，機籍，犯人の国籍，企業国籍，「などの介入から，特殊的困難を
有するのである。
　およそ一般的に云って，犯罪行為とその帰結に対する処罰と法的処理との必要が刑事管
轄の存在i理由である以上，q機内犯罪については，国際条約上，関係国の何れか一一つの主権
的管轄を行う目的のためには，何らかの国際公法的連結素によって関係国国内法間で，管
轄あ決定又は調i盤をしなければ黒蝿原則主義の二国による拡張的操作だけでは到底問題の
解涙：1とはなり得ない。通説的に機国国管轄主義が有力めようであるが，自賠社会全休が航
　　　　　　　　（1①
空によってカバーされる以上，上の主義も空域刑法上は更に検討を要するのではないか。
落籍国刑法が犯罪と定めない行為で・外国法では犯罪であるような場合・機籍国管轄説は
全く無力である。
従っ喋質的には実定国際雑上の概念として連糠の決定を行うこζが恥のぞまし
く，また主権的管轄が直接指定されることになる。
　更に一般的な意味での属人法関係（例えば国籍，機籍の問題）が必ずしも領土性原則優
　　　　　　　　　　　　　　　111）
位の管轄権問題に，従属的，補足的地位を有しなくてもよい独立した機能を空域法上では
考える余地がある。例えばすでにみた外国航空機に領域内で商業権行使を許す航空協定で
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は指定航空企業の要件は相手国又は国民に対する企業の帰属が実効的であることであるか
ら，今機籍は単なる登録国と機体の関係であり，自国機を多く有しない国が集まって共同
運営を行うとき，その機を用うる単一の法人格を有する国際企業が生ずれば，その属人的
関係から機籍国の管轄は，商業権行使を行う国際航空機に関する限りではむしろ国際企業
の有する国籍の本国の管轄にくらべて，さしたる有力な管轄とはいえないであろう。一般
の航空機内犯罪といっても，定期航空機上で生じるのが国際的に問題なのであって，10CUS
actusを機体即ち機の所属国，だから機籍国と論ずる点で，定期航空企業の属人性の国際
的重要性を犯罪管轄についてや㌧見のがしているように考えられる。
　犯入の内外人の差，航行中の領空の差などの障害と国別刑法規定の当然の不統一によっ
て機内犯罪の管轄の決定が左右されるのでなく，国際公法そのものが管轄権を指定する直
接的実質法となる以外に機内犯罪管轄権のいわば乱戦を封じる途はない。リアドが比較法
的及の作び国際私法的検討としても「現代のいかなる法体系も……国際的規模にある司法
作用の領域で国際協力の必要に無関心であり得なくなった」というとき，空域法の管轄権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12
も空中での犯罪についてまでふれることは当然であろう。
（1）シカゴ条約37条参照，また38条も単な：る注意規定ではない。
（2）着陸地法を適用する説はある。しかし最も不確定な説であり，その批判と説明については
　Chauveau，　op，cit，　P，496，　section　1115参照
（3）この報告の全文はRevue　Fra鰐aise　de　Droit　A6rien　1958，　No2，　P。199一一P。210聞に収
　録されている。
（4）　Chauveau，　RapPort　supra，　P。209。
（5）Chauveauの説は極めて穏当であるが，極端な領域外的管轄（たとえばアメリカ独占禁示法の若
　干の適用例）の場合は領土主義管轄原則の概念からはなれて管轄が領域性の原則といえなくなる。
　Jennings，　Extraterrtorial　Jurisdiction　and　The　United　Stetes　Antitrust　Laws，　P，175，
　British　Year　B60k　of　International　Law　1957，従って国際的操作も領土原則にたつ限り限
　界がある。
⑥前記報告によれば機内犯罪は30年前は殆ど生ぜず従って公序からの反抗はなかった。た貸存在
　したのは航空規則違反だけだったとのべており，国際社会叉は公安的理由及び犯行の重大性が訴
　追の確保を必要としていると見ることが出来る。
（7）R，H，Mankiewicz，　Aspects　et　problさmes　de　droit　p6nal　de　Paviation　international，
　P，114，Annuaire　Frangaise　de　Droit　Intemationa11958・
㈲　この解決は問題があった。船舶領域説は必ずしもあらゆる場合に麦持し得ない。しかし空法に
　おいて一応その有力な根拠が生ずる現由は，機内犯罪について下土国は影響をうけない限りその
　取締り旧び処罰には関心を有しないことで，罎国法管轄の第1次的根拠はまさにごしにある。
　Chauveau，　Droit　A6rien，　Setion1114のP．496部分参照
（9）マ炉チン事件がそうである。（1956年発生）。chauveau，　RapPort，　P，205－P・206及びMan・
　kiewicz，　oP．cit，　P．132参照
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（10）Jennings，は国籍の原則の他に領土性の原則の拡張方式をあげて領土主義管轄権の拡張を重
　回しまたその限界を必要と貯える。
　Jennings　op，cit．　P．153－161及びP．175参照
　但し国籍の原則の重要性をみとめつL，それを領土外的管轄権の適用でいいかえたにすぎないと
　いった見解には本文中であとでのべるような見地から賛成し得ない。P．150参照マイヤーは領土
　性管轄と全く別に属人的管轄権をみとめる。またショ門ヴォーは属人性に．もとつく管轄権の主張
　には何も対抗できないことを多数の学者及び国際法慣例がみとめているとする。Chauveau，　OP．
　cit，　Section　1120及び11Z（P．P．498－499）参照
（11）江川英文，国際私法，1951，P．82－P。85参照。但し人の国籍と機籍は概念上も実質上も異なる
　が，国際公法として国内法問の抵触をなくするための連結素を考えるために参照した。
（1功　Fouad　Abdel　Moneim　Riad，　La　valeur　internationale　des　jugements　en　droit　com．
　Par6　P．195．　Conclusion　Para，2et　3参照。
2　大気圏外について
（1）領土主権の属性による空間占有性の排除一（空間分割の立場から）
　地表上の高さ又は距離によって表わされる空間で空気層は最も地表との事実的，法的関
連が深いものとされている。パリ条約では国家主権が領域における作用と同質のまま上方
無限にのびることを認める点で国家主権の管轄の拡大が新しい法客体の発見に対して，当
時までの国家慣行の有力な支援を得て実定法化された。時代の国防上の要請や戦争’霜融か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
らかえり見た経験によって空域使用の自由すら地上国の安全，市民のうける損害を考慮す
　　　　　　　　　　　（1）
る現実から法的一般原則とされることはなかった。
　今日は再びその空気層について，シカゴ条約第1条の解釈が，空気層という「空間」と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
は別な大気圏での，現実に行われている使用と法的価値の対象となるべき利用とに直面して
実際は単なる一個の条文解釈以外の全く価値序列の異なることがらの出発点の探究の問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
でありながら，主としてやはりシカゴ条約第1条が多くの考え方によかれあしかれひっか
　　　　
かりを生じている。
　第一には，主として空気層の外壕，或は大気圏外の始まる劃線の問題が　（問題の復雑性
故に優先度を与えられなくても）依然実質的には検討されているともいえる。何故なら領
　　　　　　　　　　　　　　（2）
域主権と同一の性質の主権がその作用において往来常識的によばれた「空気層」としての
「空間」と新たな規制を必要とする「空間」一大気圏外一の何れにも行われうるのか，更
にシカゴ条約にいう「空間」と，大気圏外との物理的差異の前提の上で主権原則は二つの
各空間に対し，国際法秩序の中でどのような関係をもつかなどの検討が専ら扱われるから
である。またシカゴ条約でいう「空間」と同条約下で行われている国際組織的な競存秩序
とVaCUUm　inCOgnitOとの管轄の一元性を指向すれば，一例として大気圏外の始端が空
間中にかりに劃されるとき，国際法下で同一の平面たる海域が公海・領海の二制庭によっ
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て区別された結果に相似た便宜が，少くとも空間の飛翔利用の見地からは存在するといえ
るかも知れない。
　しかし，転じて問題を見れば結局多様な国家利益を背景とした国家活動が現に行われて
いる大気圏外について「主権作用が行われる意義と性質」がシカゴ条約上の「空間」との
関係で，’大気圏外ではどうなるかが問題の一つの見方であろう。’
　広大無限或いは極めて遠い空間としての大気圏とはいえ，地球上の国家の輝域と公海に
接続しない空間でないと『とは事実である。しかしその宇宙天体藺め時間的・距離的連続性
或は接続性の中に，却ってミクロ的にみた大気圏外の新しい法的位置ずけのための要素の
分析が理論上も実際上も求められるのである。一例をあげれば締り．に地心より地表上国境
線をへて円錘形のひろがりで主権が天心に及ぶのだとしても地球の自転，太陽に対する回
転太陽と他の天体の運動などは主権と，空気層の先にある大気圏外の関係を寸刻も不変恒
常のものとしないという物理的な事実がある。また一方で大気圏外の機器作動が地表に対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
して常に無害であるとは，航空機の場合と同じく云い得ない一面が物理原則の点る法則と
現象の及ぶ限りでは存在するという。同一空間に存在する物理的条件づけが大気圏外の法
的地位を定める上で現行空法規範との法理的分化を強いるのであろうか。
　ところでシカゴ条約に先立つパリ条約の場合少くとも空域の国際法的規制が各国の主権
管轄を原則として出発した歴史から見れば，その場合の規制は領土に対する従属性の程度
　　　　　　　　　　　　　（4）
によって空域を領空又は公女として区別し，領域主権作用の適法性は，国際法の規制に従
って行われる限り疑われないし，機器の作動も禁止規定に違反しない限りでは問題はない
ことにした。このことを可能にしたのは空域は無主物でなく主権による区劃分配の法的効
果に負うのであり，且つそのことによって新しい法客体に対して諸適用法原則を働かしめ
たことがパリ以来シカゴをへて果し来った条約上の主権原則承認の法的メリットであった。
もっともパリ条約では国家安全維持の要請の強い動機，シカゴ条約では商業航空政策の調
整的展開の希望という要素が更に加わって，政治的背景のプレッシャーから主権原則承認
の上でなければ空域の国際的利用を展開するための，どのような航空の国際制度化もあり
得なかったとしても，一応領域性の原則は新しい客体に附帯する無法状態を現行国際法秩
　　　　　（5）
感応で解消し得たという消極的な価値は認められる真実である。
　ゲデュイスが「陸上と空気層の関係と，空気のない空間と陸上の関係は，程度の相違で
なく種類の相違である」とし，国家領域の表面上の空間部分で行われる法制度は大気圏外
　　　　　　　　　　（6）
に及ばないと結論して，先づ主権無限説を斥け，シカゴ条約附属書7号にいう航空機が作動
しうる範囲をミ空間。としてその上限の高さまで主権が及ぶとの説には同条約第1条の主
権概念は包括的で法の一般原則であり技術的な機器の規定　（附属書7）によって制約され
ない他の諸プアクターを含むから，附属書と第1条を結びつける解釈で空域主権の限界を
いうのは賛成出来ないとし，空気層の存在する空間がシカゴ条約にいうミ空間逼の真意で
あるとして，広義の空間の中に両立するいわばシカゴ的空間と大気圏外の別を明かにした
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のは，別言すれば抽象的には領域との実効的接続性の不存在を大気圏外について立証しよ
　（7）
うとするものと見ることが出来よう。
　しかし次の諸点をあげて，ゲデュイスの立場を考え直してみたいと思う。先づ一つの空
間を空気層的空間と而らざる空間に分け，その分化の標識を空気の存在，不存在にもとめ
た立論は，厳格論からいうなら，機器の上昇し行動し得るに足る空気濃度層までに主権を
限る説と同種であろう。
　理由づけの根拠はゲデュイス説は空気を媒体とする領域主権の空間的接続性の物理的性
格をこの場合直接根拠としているとは自ら明言していないけれども，彼が空気層を標識
　　　　　・・●・●●●．．　　　　　　　　（8）
とする以上法的に証明なくして「領土への属物性」は空気層に限り空気のないスペイスに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
属物性がないというのは空気と陸上の関係の物理性の一部を量から質へ転じて法的な主権
む　　　　　　　　　ロ　　　　　　
の限界を構成するものである。
　機器作動による主権限界説は従来の航空機による空中活動能力の物理的限界と主権原則
の関係を根拠とする以上，それ自身ゲデュィス説よりむしろ率直に物理的である。
　空域の領土的属性の説明を一般原則とすることはパリ条約以前も以后も法的に立証され
ていないし，「従属性」を地球と共に回る空気層にもとめる　（物理的）説明の方がまだし
も具体的且つ実証的な意味で，この際の重要な法理の与件説明であろう。
　シカゴ条約での主権概念は法の一般原則であるとゲデュイスは解釈するが，その主権概
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
念の内包のすべてがシカゴ条約の適用上必要又は不必要であるならば第1条は総則的なも
ので位階的に他の規定と効力を異にする旨が立証され或は条約上明示され，又は解釈上合
意されていなければならない。空域主権は不必要とする国又はそのような意思がパリ・シ
カゴ両条約成立までの議事録に発見されなかったという事実は，当然空域への主権適用の
必要の証拠と積極的に解しうるのは第1条の成立によって肯定出来る。
　しかし重要なことはそのことは第1条の同一条約内での位階的効力の優位を証明する事
実とは無関係である。第1条の内包は包括的でって，大気圏外との関連では暗に排除すべ
き領域的属性以外にどのような属性があるかは彼自身ふれていない。ただ領土の所有から
由来するとする空域主権の内容の確定（その限界）を条約慣習法等によって行う必要を指
摘しつつそれよりも順序として前に，空域と大気圏外での主権作用の存在。不存在を，空
　　　　（10）
気と地表の接続性を基軸とした物理的説明によって断定することは，一つのbegging　the・
questionではないか。
　　　　　　　　（11）
　（空間を二分する点ではゲデュイス説はじめ以上にみた各説は現行空域法秩序の及ぶ限
界がどの高さに定められようと，何れも地表から宇宙空間を見た場合，これを二分する点
で「ゾーン」による空間の分化に帰着している。）
　主権概念の包括性について，具体的な経験，慣行，条約から生ずる法的思推が，抽象化，
理論化を通じて空域につき先づ実証されるべきであり，むしろ実定法に基く一つの具体的
な法解釈（機器上昇限界〒主権限界説）をしりぞけるのに，たとえパリ時代とはちがう附
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属書の効力と条約の関係に，ルースな理論構成が見られるにせよ，その解釈の依存した具
体的証明を斥けるのに却って，証明はあとのこととして条約1条の主権概念の包括性を援
用するのは，逆行した法論理である。空域主権が今日，領土上，領海上の主権作用とどこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　
まで等しく又異なるかを明確化しないで，　「領土と空域の不可分の連絡性」がナチュラル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
と考えられたといういわば歴史的事実を援用しているところに，大気圏外と地表，空域と
　　　　　⑫
地表の関係の法的な質的差を結論するために惜しむべき法理的ギャップをゲデュイス説は
のこしている。
　猶後述するが，ゲデュイスの結論の方向は尊重すべきものがあると共に，一面，空間二
分化の厳格論は理論の現実に対する柔軟性の余地をのこす必要があろう。今日大気圏外機
器とされるものの多くは空気層の中でも一一端の運動部分又はそのすべてを有している。従
ってシカゴ条約の解釈で第1条の位階的な上級効力を主張し他の規制は法的ウエイトが異
なるという立論だけにしぼられない空間全体の弾力的な規制が，大気圏外と空気層がスペ
イスクラフトによる競合的利用の空間である事実をみとめた上で主権の機能的管轄化に役
立つと思われる。そう’ ｷれば大気圏外に及ぶ管轄は程度でなく種類の問題として扱うこと
ができる。シカゴ条約の機能的適用といっても機能的に空域におけるスペイスクラフトを
主として対象とするのであって，同条約のすべての拡張は適用又は類推を大気圏外まで行
うことではない。二つの物理的に且つ法理的に異なるべき空間が統一的な国際法原則に従
うことは領域主権限界の問題をはなれて充分可能である。さて，前述したような領空主権
　　　　　　　　　　　　（13
管轄のメリットはあることはあったが，一方で対流圏，成層圏等空気構成の量が多い部分
で航空機の利用に委ねられてきた空域では，主権管轄はとくに外国機の作動の規制と効果
をふくめて，空域の領土性に負う実効的な管轄の利点から極めて制限的に，空域使用の排
他性をおびるに至っている。そして航空使用の場として一応これら濃密空気層以外に通常
航空機の作動の領域は考えられない。
　しかるに現在飛行中の人工衛星，ロケット，宇宙船はすべて航空機が必要とするのと同
一の物理与件を必要としない。且つそれらの機器は距離においては遠地点は惑星間軌道に
　　　　　　　　　　　　　　
達するものまであり，空気という媒体を完全に不必要とする態容で空間を運動する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　従って陸上の先占の場合とは異なるが予見されない客体たる大気圏外（空気層外）を既
存の国際法秩序に服せしめることによらて下土国の法効力の適法性を維持し又空法の組織
化に歴史的役割をもった空域主権原則は，今や空気を標識として二分される空間で，空気
のない空間に対しては物理的な空間としての接続性はあっても現行空法制度がそのまま適
用され得ないことが通説となっている。その他の重要な通説形成の理由の一つは，いくた
の物理的与件は，大気圏外において実効性の原則を事実的にも法律的にも拒否するという
ことがあげられている。
　　　　　　　　　　㈲
　国際法秩序に服せしめられるべき人類の活動領域としての大気圏外で行われる制度の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　
検討については領土主権の厨性の排除の認識がそれ自身一応の法理的根拠として撰択され
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る存在理由をもつ。
　勿論大気圏外という従来未知の空閲が規制の対象となることはミ予見されぎる場合§で
あった以上，その場合の管轄がどのような形で先づ始められるかについては，空域法秩序
の中にも類推されうるものはいくつかあり得るし，また同時に全く新しい法規の形成をも
って包括的管轄を行うことも不能ではないであろう。けれども主権原則の否認が不能な国
際社会の現状から，大気圏外に関する特別の共同規制の方式が従来先例のない意義で始め
られる法的可能性を重規することは，すでに見られる大国が専ら行う事実的な圏外活動と
は別である。
　例えば大気圏外の機器の飛翔を主権的権利の表示とみてその活動に基く何らかの自国の
権利の発生を意図するのならば，それはまさに大気圏外をかえって無主物としてみとめる
考え方に帰着してしまうであろう。広大無辺の空間たる大気圏外に物理的要件をそなえた
先占があり得ないとしても，先鞭的開発活動に排他的な主権的権利構成の発想を求めて，
大気圏外の無主物的性格を出発点とすることは避止されなければならない。
　そして個別国家の主権的権利による管轄の他に，いくつかの機能的な管轄を目的に応じ
て国際法の枠内で行い得た国際法社会の経験を生かすことが大気圏外の管轄及び適用法の
制度化の方向として合理的であるだろう。国際航空についてさえも，利用の共同規則の考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　えは皆無ではない。　（例えば国際定期航空についてのニュージランド案は考えられる素点
的措置であった）
　　　　　　　　
　この際類推はむしろ国際的な機能的管轄の線で活かされうる。大気圏を無法状態におか
ずして，しかも窮鼠且つ恒久的に領域観念と不可分の占有性及び排他性を個別国家の主権
的属性として，空域法の場合のように持ち導むことを・大気圏外という空間から排除する
ことが，大気圏外に適用されるべき法原則の発見又は撰択と，国際法秩序の新次元的な発
展のためにも不可欠の先決問題である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む
　大気圏外の平和利用という共通の今日の国際社会意識はそれ自体，有形の法ではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
しかし法の撰択や決定がなされるや，目的価値の先行性が形式的に実定化された法の目的
としてたとえば第1条に条文化されている現象は，卑近な国内法についても極めてしばし
ば見るような一般的な真実である。
　パリ条約第1条にしても，　（がりにこの内容が法の一般原則であるとしても）国際航空
制度樹立に参加国の合意が必要であるという平明な事実と，主権平等の原則の適用分野に
関する実定法的確定のために解釈されなければならない。その意味で航空の国際化の前提
として主権原則が不可欠であったので，単に領域拡張としてのみ単一的に規定された条項
ではない。条約の目的たる国際的規制を実効化する意味で条約の枠内で，機能的な重要性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をもつ基礎原則と第1条を解する余地をみとめ得ることは明かで，漠たる主権の包括性に
よって・主権にふくまれる規制外の利益の留保は・条約解釈上は制限的に考え，耳つ主権
の包括性なるものによって，規制の枠外の利益の留保やその条約について反目的的な援用
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を違法とすることが国際条約の実用的規範性の証である。
　従って空域主権の承認を法則としたパリ条約成立以前の時代に空域の利用や法的地位に
関する法理論の争いがある一方で，実際上第一次大戦をへて，国家の個別的慣行と安全の
考慮が，領空主権の排他性の必要を，事実上の必要から，条約によって法原則にまで固め
てしまった経験は，大気圏外の規制と管轄について深く反省されなければならない。
　大気圏外に及ぶ国際法の新分野の形成の出発点として，第一には圏外の無主物性を否認
する何らかの国際合意，第二にはそこで行われる人類活動の今日の自由を，平和的利用
（少くともノン。アグレッシヴな利用という以上の絶対法概念として）に限定する方向に，
国際組織によって，政治から法に進めることが先ず大気圏外の法的：地位確定条約及び利用
目的的管轄の前提であると思われる。
　（1）　S，Latchiford，　The　bearing　of　international　air　navigation　conventiolls　on　the　use
　　of　outer　space，　P。407．　Americal　Journal　of　International　Law，　April，1959．
　　（2）Ad　Hoc　committee　on　the　Peaceful　Uses　of　Ourter　Space，　（A／AC．・98／2）　12June
　　　1959，Report　of　the　Technical　Committee　P．12以下参照特にP．13及びP．14頁最終パラグラ
　　　フではっきりしている。
　　（3）Jessup　and　Taubenfeld，　Controls　for　Outer　Space，P．207，1959ジエンクスの見解である。
　　（4）　Latchiford，　oP，　ci士．　P．4・06
　　（5）拙稿「国際公法における空法の基礎的研究（1）P．28－P。31長崎大学刊　「経営と経済」第38年第
　　　3冊第77号　1958
　　（6）Report　of　the　48th　Conference　of　the　Intemational　Law　Association，　P．P322－3
　　23，1959．
　　（7）ibid・AnnexllI・air　sovereign重y　alld　th『1egal　stタtus　of　oute「space・Section　2・3・
　　4，　（P．P321－323）　　　　　　1　9　　　　’　　　　層　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　●　一　・
　　（8）ibid，　AnnexIII。　P．322の下から2行目
　　（9）ibid，　AnnexIII。　P．323の下から3行目
　　（10）　ibid，　P．326
　　（11）ibid，　P．323第2パラグラフ
　　働’ibid，　P．322の第2パラグラフ
　　㈱主権の限界はないとする説，即ちゲデェイスが第1に斥けた三一主権無限説についてはマソ・
　　　マソ・パソの国家の自己保全権優位にもとつく説がある。大気圏外の平和的利用の個別的，国際
　　的な国家の法益は勿論下土国の安全を保障するだろう。
　　　国際法外交雑i誌54巻6号（1955年12月）P．38など参照
　　　「超高度飛行と国家の領空権について」彰明敏（台湾大学）
　　側　高野雄一「ソ連の宇宙船」外交季刊1960年7月号所載参照
　　q5）たとえばA．　Meyerの説，　Report，　oP，　cit．（Int’I　Law　Association）P，P．258－263．，尤
　　　も結果的に大気圏外の地位を公海制度に類推する方式には不賛成である。
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（2）非無主物空間として大気圏に及ぶ管轄とその方式の検討
　　一（空間の独立性の立場から）一結論。
　主権無限説は実効性の原則から批判されている。またその説は国家保全の必要の優先を
根拠とするが，大気圏外機器によって生ずる国家利益の侵害と国家活動によって得る科学
的，技術的，文化的等の諸国共同の利益総体と較量する見地からも圏外活動の規制が行わ
れ，その目的が限定されれば，国家主権的又は管轄上の無限性は濫用を伴うかも知れぬ主権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
概念の抽象によるスローガンにすぎなくなるであろう。
纈雛の保山上に求め謀る管轄は一国限りでも行い得た．国際間の舗によって
公海に接続水域の設定の権利がみとめられた今日，そこに行使されるのは沿岸国が一定の
事項について行う「管理」である。従って管理（control）は管轄権（jurisdiction）のコ
ロラリーであり，管理にせよ管轄にせよ主権の存在しない海域における機能的国家作用で
ある。尤も海域の場合領域性の附着を避け得ないのは事実であるが類推的にいえば大気圏
　（3）
外についても，空間の概念は地表からの距離の概念に転化され得，且つ活動の場所が大気
圏外であるために，闘士活動の始まる一線を法的に必要とする考えには根拠がある。
しかしそのために接続性を事実通りに法理にもちこむとすれば，活動の場所の限定化（ロ
カリザシオン）には陸上との関連概念が入ってくるし，また機器の地表からの噴射推進上
昇と帰着を考えると，大気圏外法の適用として扱うべき主な作動は全く空気層外で行われ
たにしても空域主権と全然無関係ではない。且つ今日の人工衛星，ロケット活動の多くは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
右にのべた領土性の排除を宇宙法の原則とした上で行われるべきであっても，事実殆どが
空気層内で行われているから圏外活動の全部又は一部については空域法の適用内にあり，
窄法と宇宙を空気の存在によってロカリゼすることは・少くとも機器に対する管轄を多元
化し，領土主権的管轄と，非領域的管轄の間で作動の態民心に法的地位を異にする結果と
なろう。厳格な宇宙法論者は「地球を構成する物理的要素を利用しないという意味で地表
上の物理的環境と関係がない活動及び機器を対象とする」が，その当否と現実的当面の効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
用はともかく，有人スペイス機器の活動は従来の機器と異って人的要素の介入から属人的
管轄を直接に必要とする。物理温故に地球と人間から切り離された宇宙法論は論理であっ
ても実践的な人間活動の社会範囲の法でなくなるおそれがある。従って国家権能の大気圏
外への介入は，その領域性を排除するとしても国家権能自身は一層新しい機能を管轄上求
められている。
　いま個別的な国家活動を前提とした機器による空間（空気圏，大気圏外）使用について
の管轄の一例を検討してみよう。
　先づ大気圏外は現在空法が行われない空間として自由である。この自由は空域法適用領
域をのぞいたのこりの空聞といる意味で空法との関係から当然天然の自由ではあり得ない。
全く大気圏外活動のみを行う機器についても地表或は機籍国への帰着に際して，シカゴ条
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約はじめ空法の実定規則に従いうべき可能性がある。従って機器の作動態々が航空機と全
く異なる段階をはなれて，下土国の実効的領空管轄に入った場合（その空間の高さまで通
常航空機は上昇出来ない場合でもよい）は，シカゴ条約の航空規則につきmutatis　muta・
ndiにその準用を認めてはどうか。
　実効的管轄についての物理的或は領土的排他性の原則は，スペイス。クラフトが全く大
気圏外にある間は否認して，電波使用の各国別の自由を圏外活動のため国際機関で規制し
た上，発射国と機器（在圏外）間に交通指令の保たれる’間は機器作動の他国に対する安全
　　　　　　　　　　　　　　
を条件として，時間的に之を無害として保障する。国家権能の適法な行使を電波による管
轄が可能な間「排他的且実効的管轄」とする以外大気圏外機器の自由作用　（作動の自由）
を県連土性，即ち絶対的意味で，領土主権のいかなる属性からも免かれる権利として一即
ち大気圏外の独自性に法理的，物理的に背離しない権利一として保障する方法が地表国家
に許される，大気圏外の独立的法的地位に沿う機能的管轄と思われる。ちなみに現に活動
中のスペイス・クラフトなるものの多くは空気層内にある以上，領域主権の支配として，
他国上空にあっても拡張的に主権作用の管轄を電波によってうけているのであって，完全
に大気圏外にある場合の電波による管轄と法的性質が異なると考えうる。（オランダ・イギ
リス・米州が，ソ連の人工衛星に対する指令電波或は機器からの発信電波によって通信上
障害を生じた例は抗議はなかったにせよ領域主権と現行国際条約による電波管制上の問題
　　　　　　　（6）
の例であって，領域主権という要素の存在しない空間（完全な大気圏外）の場合につき機能
管轄の方法を電波に求める立論とは必ずしも関係はないと法理上いわなければならない。）
　圏外自由は要すれば公海制度に類推する立論（マイヤーの如し），1．G．Y間の黙示的
合意の有効性を国際的に政府間で法的に確認する立論及びシカゴ条約をそのまま適用する
立論（但しこの場合，適用される空間は空気層外であるから少くとも領域主権原則に関す
る第1条を適用上新たに再構成すること一実質的に主権概念の適用上，空間の差異による
退行及び機能化の国際的承認一は至要の条件と思う）等，ほぼ現在までの国際社会の法的
経験からの方法の援用を純大気圏外で全く除外すれば，のこされる唯一の領域性のない空
間の自由をその使用に基いて実効的且つ機能的に管轄する方法的規制は，それ自身宇宙的
エレメントで属地性を物理的に有しない電波に依存する方法だけがのこるだろう。事実上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
こうであるという問題ではなく，国家権能の非領土性的主権の抽象概念として電波という
物理現象を，管轄の実効性の証及び管轄権そのものに擬制化する法理として云えるのかも
知れない。従って先述したように空気層内に機器がある場合については電波と機器作動の
関係を，大気圏外に及ぶ国際法制上唯一の管轄上の実効的原則とする必要はない。本来実
効性の原則は地表領域的な性質のものであるが，シャルル・ヴイツシエルによれば，実効性
の意味は国際法上二つあり，一つは国際間で力（権能・或は軍事的物力でもいい）の果す役
割のことであり，更に一つ，この際我々が援用しなければならない意味がある。即ち「国際法
内での一体性を正当化し，又はその法の支えとなるために，社会的事実が示されなければ
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ならない程度の現実性」を指す。この第二の意味では純大気圏外の機器活動の管轄は，現
　　　　　　　　　　　　　　（8）
行国際法から大気圏外の自由使用を正当づける現実性として電波の空気層（最も広義にお
ける）内の無害通過と周波割当による電波の機能的「国籍」さえ国際協定によって保障さ
れれば（現行の国際電波管理制度の下でも空気層内の機器に関しては問題があろうが），
実効性を有する。管轄が極度に機能化されるとき，その実効性もまた適用上比例的に機能
化されることは，無法状態に主権的権利を主張しうるとして機器の活動を，その作動の場
（空間）における主権の表示（ディスプレイ）のanimusと考えるより，空間法理的に
現実的且つ合法的ではなかろうか。宇宙にあるガスの総体から見れば大気圏外と空気層の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
区分は，空気というガスのみを撰択標識としたもので，つまるところ，更に，三分，四分
割と何らかの必要のために空間という無限のパンを薄切りにするに等しい排斥きるべき便
宜主義的ゾーン・セオリイに他ならない。しかしそれにも拘らず必要な限りでゾーン区劃
主義を採り機器の作動によって少くとも空法と大気圏外法とに独立して分化しつ＼，しか
も一体として国際公法であるべき法秩序の発展的構成をはかることは宇宙開発利用に必要
な科学的知識の探究と成果にまつべき当面の事情にてらしても，実際的であるし，また大気
圏外法という国際法の新分野の漸進的形成においては，海洋法や，空法の始端期，におけ
るような国家間の具体的利益のバランスによって国際社会で守られうる法価値と規範性が，
一連の国際関係と技術発展の連続の歴史の形で撰択され修正されたという意味で動態的
或は流動化するのを予見しないドグマの支配を必要としない。アびいかに素朴であれ安定
の中で法の成長を可能にする原理構造は動態的規範性として必要であり，　ドグマ的絶対性
とは関係がない。
　従って圏外と空気層におけるスペイス。クラフトの管轄と，一応二分化された空間の法
的地位は（今日大気圏外の法的地位の決定は，国際法が国家活勲のすべてに及ぶ必要の問
題として，国際社会内でほゴ普辺的な法的意識として存在することは，すでに各国内及び
国際機関の中で示されている。ICAOにしても1956年6月のカラカス会議で大気圏外の
法的研究の必要を承認している。）国際条約によって定まることは云うまでもないが，そ
の成立にいたる過程において，個別国家的領域主権概念の優先的管轄は国際的管轄に機能
上及ばないという実績と，国際的管轄の実効性とその面す法益が個別国家の利害の相反を
調整し，且つ解消するに至るまでの動態的機能を果しうるという国際間の組織が，法規の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1④
適用及び履行の可能性と同時に考えられ，且つ用意されていなければならないだろう。
　この意味でペパンが1959年春「空間の探査開発の問題はまことに大きくなった。既にな
　　　　　　　　　　　　　　　　む
された開発の進歩はしばしば予見を越えるものであった。またその進歩は今后も止まると
ころを知らぬであろう。国際地球物理観測年が示してきた国際協力の要素は今や消え去せ，
完全には引きつゴいて来なくなった。国連がこの問題のすべてを掌握したのである。これ
らの新しい要因を考慮に入れるならば我々の研究の方向を変えることが今日においては適
切であると云わなければならない，」と述べたのは，理論に終始する段階から国際組識の中
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　　　　　．。．　　　　　　　　　　　　　　（11｝
で，もはや具体化させるべき一段とプラクティカルな国際組織による大気圏外法規制の必
然性を指摘しているものといえる。
　この大気圏外の平和的利用という共同目的のための組織化は，当然個別的主権概念の伝
統的排他性を組織化の強度に応じてそれだけ退行させよう。具体的な例をとれば機能的国
際組織がそれである。大別して国家間協力関係の構成的粗密を一応の標識としていえば，
　　　　　　　　　む　　む　　サ　　む
（1）国家作用の集団的統合化のタイプ（2）集団的行政化のタイプ（3）並列的協同タイプの三つに
分ち得る。
　（1）の例では1957年ローマ条約によるヨーロッパ経済共同体及びユーラトム，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻
　（2）の例としてはICAO・ITU。若千の国際河川に関する機関など，（3）の例では世
　　界気象機構，FAO。ユネスコなどを指摘し得よう。
　　　　　　（13＞
　大気圏外の場合，この便用に関してはICAOを始め（2）のタイプに近い機能と必要な国
際立法権を与えられる国際機関が独立して必要であろう。ICAOとの管轄の分担は機器
の航空管制に関する限り当然発生する。とくにスペィス・クラフトの軌道の指定，機器の
登録，発射目的と活動状況の報告義務又は直接機関による調査及び機籍国の機器に対する
実効的管理に関する国際機関の審査権（常に国家が打上げるとは限らない。公企業，私企
業による可能性はある）事故の調査権等，ICAOの機能から援用出来る側面は多い。ま
たITUとICAOの二機関とは特に密接な国際機関間の協力組織も大気圏に関する専門
機関には特に基本条約上優先的に定めておかなければならない。
　ところでICAOとの管轄の最合が機器の作動態容によって生ずる難点があるが帰着を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1①
要しない機器をのぞき一部ICAOの管轄に必要な修正を加えることで足りよう。その理
由は一般航空機に対する管轄と一定高度以下では差別する理由は機器の種類の相違と作動
の特殊性以外にないようどからである。尤も大気圏外機器利用規制によって解決すべき問
題は予見されないもので流動的且複雑であることを理由として規制化と管理の二重の権限
を有すべきであるという見解は，全く大気圏外利用の機器については一元的且つ排他的管轄
　　　　　　　　　　　　（15）
を国際機関としてもてという含意の外に，別の見方をすれば主権作用の及ぶ各国領土上に
大気圏外専問機関がその権能を行う必要上，管理についてはアゾーレスやグリーンランド
にあるような特定の条約にもとつく国際的航空保安施設以外は，国内法に対して勧告によ
って統一をはかろうとする分野の多いICAOの性格を対照的に考慮す．るからであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　
　何れにしても機能的組織化が大気圏の利用について行われるのは，利用の手段たる空間
　　　　　　　　　　　　む　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　り　　　　　り　　　
中の機器の作動を媒介する以外にない。この点で陸上である南極の国際的開発利用と異な
る法的性格が同じく機能的国際協力の中でも存在する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1③
　従来の国際空法の構造上ミ予見されざる場合。としての大気圏外にその平和利用と所有
の禁止及び国際法の原則を適用する旨を1961年12月11日国連政治委員会は満場一致で可決
したが利用の技術的発展の早さと実定法規の成立の関係では，前者が幾多の法規的考察を
　　（17）
決して無価値にする訳ではないが，ペパンの指摘のように実際的な個別的法律問題の解決
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をすすめる方途の必要と意義は右の国連委員会の決議に見るような確たる目的についての
共同認識の上に立って，大気圏外規制が国連のような機関を通じ，フ。ラクティカルな手段
で徐々に体系化されることにある。更にまた機器の利用の規制によって圏外の法的地位を
緩除に固める機能的アプローチはもはや，法的規則を導く必要価値の撰択は，右の国連決
議案に示されるように，今日ほゴ明確に政治的に行われたといってよい以上，疑い得ない
oPinio　juris　necessitas　communumに基き，ときほぐすのに何の手がかりもない意味で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
完全な法理的真空を前にしたときの立法論，或は既存法秩序の類推又は右にのべた意味で
の新立法といった二者選一における，目的価値の撰択ではなく，法的必要を国際的に裏づ
けている事実と国際法構造の調和と細目化をはかる段階にあるといえる。
　法的必要そのものは何ら法源ではあり得ない。しかしたとえば先述した国際政治特別委
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
員会決議案並びにその総会における可決は内容上，単なる学説のいう必要と法理的内容に
おいてどれだけ違うかをかえりみるならば，一つの政治的価値を伴う，大気圏外規制案の
目的内容そのものは窮局において主要な学説が希み，その帰結を論証しようとした必要が
一般性，抽象性，現象的具体性の欠除を伴うばかりだったとはいえない，現実化されうる
必要であったことを充分に示している。その意味で形式的実効性を盛る具体的条約が今日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏外平和利用について存在しないことを，単なる立法論の根拠とすることは，法の生成と
発展のごく上層部分の形式性に視点を限る故としなければならない。法は常に一つである。
しかし法の必要の撰択がなされたときすでにそれは立法論の形相をこえているということ
である。法的実証性は，法の発展という現象を全体として見る点で無形の思惟なる故に拒
否されはしない。
　クワドリは云う「歯面的現象としてミ必要ミという観念，或は客観的権能としての必要
という観念は排斥されなければならない。何故なら何物も，それ自身で必要というものは
ないのだから……従って「必要な」という思惟は常に必要なものを決定しうるところの必
要性の標識となる価値の撰択を意味しているのだ……。必要性という法はない。たゴ法規
で守られる価値が維持されるために必要な行動があるだけだ。」大気圏外法の場合必要性の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
標識となる価値は，常に必要なものとして撰択された大気圏外の平和的利用そのものであ
る。その価値を守るために更なる技術が国際的に，たとえば国際条約という形で存在し得
るのである。
　またジェニイの言葉をかりて，国際合意が大気圏利用について必要なことをマンキィヴ
ィツは云う。　「シカゴ条約起草者が大気圏外の利用を考えてなかったということは藁予見
されぎる場合ミにあたる。ところで現存法規の解釈から利用可能性を立論しようと，類推に
よってその利用可能性が条理から出てくるのだといわうと，「予見されざる場合に適用する
法規は，いつの場合でも法規が衡平なその間の調整を確実にするいくつかの競合利益の評
価に基いた撰択の結果である。だから規制がしばし現行法の純粋に法的な適用又は解釈と
見えるときですら，それは本質的には政治的な決定から始まっているのである。」と。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛↓9）
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　ところで現在までの大気圏外の管轄を中心に見れば，大気圏外に関する理論にはほゴ共
通して，補完しておくべき，二つの批判されるべき側面がある。一つは空間として人間の
利用可能な新分野を距離の観念に直して考えなければならないことで，即ち物理的与件の
うちで距離観念が支配的であることが一つである。それは空域主権によって垂直上方にの
びる法客体を規制し，その主権には領土主権的属性が強いことは領土主権の類推から生じ
た結果である一方，潜在的にその類推的思惟がシカゴ条約第1条の解釈をめぐって，大気
圏外での主権否定のためにも肯定のためにも残っている。その二つは地表からの遠さと先
占にみる実効性の原則がシカゴ条約第1条の解釈についてすでに前に批判したごとく物理
的性質を法的解釈の条件として，余りに空気の存在にとらわれすぎたため，第1条の解釈
の反面として空気の不存在の空間を当然大気圏外とすることになったことである。法解釈
と空間の物理性は本来別のものである。一つの撰択された与件によって法主体と客体の関
係を必ずしも一元的に規定し得ない限界が法解釈と空間物理の問にはある。たとえば空気
の陸上に対する関係と，領土所有から伝来的な空気の従物性は「事物の自然」という説明
ではなし得ない筈の法理と物理の関係を示唆する。何故地表上低い部分の空域に領域性が
付着して高い処にはないかは，空間そのものの存在からは説明出来ない。空間そのものに
は領域性という法概念は関係がない宇宙空問の物理に従う法則があるだけだからである。
　いわばこの距離と空気と空間と空域（一部の空間）の領土的属性という物理と法概念の
組合せの方法による空間の二分化が理論的且つ実際的に問題であると思われる。
　どこに大気圏外と領空の螺線をもうけるかは立法論の閥題であり合意次第の共同恣意的
な性格をもちうる問題であるか，それともシカゴ条約第1条をあくまで分析の出発点とす
べきかは，自ら撰択すべき空間分割の理由によって異なる。空間の一体性を考えるならば
且つ既存秩序と大気圏外の関係，とくに機器の作動に対する管轄が要は空間界線の必要の
根拠であることを考えれば，先づ修正をすべきはシカゴ条約にもとつくミ空唾ミを媒体と
した概念操作による立論解釈であろう。
　そのミ空間ミを共通して標識として論ずる諸説の間で絶対的に優位する法理はない筈で
ある。空気層のあるところまでで主権は終る，現行空法制度の適用効力は終る説も，航空
機上昇最高限までを領空とする説も何れも，二者撰一・において結果的には同様の実用性を
もって国際的に決定しうるだろう。たゴスペイス・クラフトの活動能力と現状と将来の可
能性及び利用度を考えれば，どれだけそのような空間分割の実際的意義があるかは別問題
とならざるを得ない。パリ・シカゴ両条約は必要とあれば領空上限の決定はなし得た筈で
ある。たゴ航空の進歩に決定的な限界は必ずしも考えられていなかったから，上限設定の
必要もなく，また空法理論の始端期から問題であった困難な劃定をしなかったものと見る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
ことが出来る。クワドリはこの点を「人類の宇宙的経験がひろがった時からあとにおいて，
それ以前の過去の法的経験が有した限られたせまい性格（即ち空気も空気層も，さして条
約適用の物理的垂直線上での限界づけを必要とする要素でなかったこと）によってのみそ
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の使用が説明され得る表現（空気とか空気層とか）」にドグマ的な価値をみとめ，今もっ
てその表現をまじめにとり上げている者」が誤ついるという。そしてその過去の法経験か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
ら生ずる概念こそ「領土の従物性」という価値判断であろうし，またエアー・スペィスを
外国のスペイス・クラフトから守るといった機器活動の実状と合致しない政治的立論が出
ることを指摘している。
　またシカゴ条約第1条自体の立法動機上の解釈として，法の一般原則を定めたもので他
の技術的細目規定と同一条約内でありながら意義が違うとする他にも，同条的は航空自由
に有利な権利を許与する規定をふくむからその権利又は自由の拡張的解釈を防止するため
であるという見方も出来る。
　従って1959年国連大気圏外特別委員会の法律論説会報告が平和的利用検討に関して総会
の委託があっπことをみとめ・「圏外活動及び科学技術の発展と進歩がたえず国際法秩序に
関係ある新しい問題を生じ且つ現存の諸問題の性格及び重要性をかえるであろう」ことを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
見透して，スペイス研究，情報分配での協力のための政府間の取極が行政的，手続的な法
律聞題から規制と管理の法問題に及び得るものとし，優先順をつけて一応法律諸問題をグ
ループ化して総会の検討に供する方法をとったのは，それ自体，最も実際的なもので機器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
の活動の管轄規制を直接中心的に検討していることを示す。機器作動を対象とする機能主
義的な大気圏外法問題の取扱いは，機器作動の管轄に関する規制を，圏外の共同且つ平和
的利用として今日選ばれたことが明かな目的原則に沿って，一般国際法及び国連憲章の適
用の指針の下で細目化することにつきる。機器の法的地位が定まれば大気圏外のそれも同
時に定まると見るような，機器活動規制をあくまで中心とした機能的方法による大気圏外
管轄形成論がほゴ穏当な処であろう。
　⑳
　大気圏外の管轄は基本的には総括的な国際機関と関係条約の成立によって個別国家間よ
る利用を調整し促進させるべき意義において，始めて領域性を有しない機能的国際的主権
として各国に分配されるべきである。その結果始めて条約効力の法源たる個別的な主権的
権利が国際管理の枠の中で管轄権として条約の適用上作用しうる。
　ビネは制限された主権原則と限界づけられた自由原則の二つに基いて，空域と大気圏外
の夫々に管轄規制の条約を有するよりもスペィス全体として一定の制限にのみ従う空間の
自由を基礎とした多数国間条約一本に従って，その適用を行う国連機関をもちたいとする
が，相当の理由があるものと思われる。何故なら制限された主権原則とシカゴ条約は，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳A
の第1条で排他的主権をみとめながら条約自身それ以外の条項でむしろ主権を制限して国
際経済と国際関係の利益をはかると解し主権障害の機能化の意味（退行）を重視し，一一方
で主権のない大気圏外での自由を制限すれば，’スペイス全体として空間自由の規制の形で
一元的管轄が成立すると考えている。
　　　　　　　　　　　　　　　㈱B
　またプルによれば，クーパーの国連を通じて空間活動規制の国際機関を新たに作る方式，
ジェンクスの大気圏外管轄を国連に委ねて立法権を与え，それが難かしければ海，空法の
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類推で求めた標識を基礎として，国際共同規制及び標準を作るというシカゴ方式（第6章
参照）的な管轄の深化をはかる案などがあげられており，何れも注目に値いする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫⑤
　最良に1959年12月1日調印された南極条約（現在効力発生）に見られる管轄方式を，最
少限度の現行制度からの類推としてあげることが出来る。リシッツンの正しい指摘の如く，
陸上たる南極の領域性と空間の共有性は実効性については法理的に連結し得ない。そのこ
とは別の角度から領域的属性と空間の関係として論じたが，管轄方式又は制度の内容如何
によっては，厳格な概念の上では，大気圏外と南極における人類活動に附帯する根本的な
物理的差異は対象の差異であって，制度論的には捨象しうるように思われる。別言すれば国
際条約の機能的法構造の如何では客体の物理的差異を越えうる制度の問題に帰着する。
1961年6月発効した南極条約は，南極地域を平和的目的にのみ利用することが国連憲章の
目的原則を助長するとの締約国の確信に基き第2条でIGY間の科学的調査の自由とその
ための協力を本条約によって継続させることを定めている。この合意は大気圏の平和利用
と開発に必須の条件であるから，この国際的共同目的においては空間・陸上の差は何ら障
害とならない。次に注目されるのは右条約有効期間中は南極地域における活動の一切は主
権を限定するものでなく（第4条2項）領土的請求権を主張出来ないことである。大気圏外
については排他的占有は物理的に不能としても，機器による活動を何らかの権利構成の要
素とする考えが一部にあった以上，且つ主権的権利の排他性を如何なる形でも平和的利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　む　　　　　む　　　　　　　　　　む　　　　　
に関して援用することはユーゴ代表が且て「機器の活動の性質を考慮せずして，大気圏外
に無数の機器を打上げるミ権利ミを語ることは出来ない。」旨をのべた点を考慮すれば如何
なる一国の排他的権利も，大気圏外利用の目的に照らしては生じないとする限りで・南極
条約第4条の規定は，大気圏外平和利用条約締結の際に考慮すべき要点となろう・また一
応有効期間30年と定められていることも規制の安定制の点から，法客体の特殊的地位にか
んがみ妥当と思われる。
　大気圏外の平和的利用には既得権，及び先占の要素が存在しないから一段と自由でしか
も特定の関係国だけでなく国際社会全体を対象とした包括的機能管轄に委ねうる国際管轄
が構想されうるであろう。南極条約がいわば局地的な主権作用の凍結によって平和利用の
国際協力を実現するのに対し大気圏外の平和的利用の具体化は軽々しく予測はし難いが・
機能的管轄権能が国際社会全体にとって必要なことは今日言をまたない法的事実である。
　国際法の適用は空域法，大気圏外法にとって不可避な事実である。適用と類推の差はあ
れ・とくに大気圏外で従来の空域法と適用さオ鴨る網郷の差はともか：硝然としても・
法の管轄権能の衝突が起るとすれば，それは純粋な国内法と国際空間法の管轄の接点の問
題であって，法的機能の本質の相違であってはならないであろう。時間と空間における法
の衝突は国際私法にはあり得ても国際公法には原則としてない。管轄方法と性質の差に拘
らず，宇宙法の構造的発展は国際法という唯一の法体系の機能的連続として始まらなけれ
ばなら・ないように思われる。
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